








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































19　同合弁会社には，Reserve Bank of India(RBI)等のインド現地の銀行からの融資がおこ
なわれていたが，同銀行側が，不良債権であるとの判断により債権回収を急ぐ事態に備え，
Sick Industry Company（SIC）の申請を検討する動きが現地側パートナーにみられた。





21　公式名称はBoard for Industrial and Financial Reconstructionである。
22　SICA（Sick Industry Company Act）第３条Ⅰ（０）の文言からは，いわゆる“債務超
過”の状況に陥った場合においてはSICへの申請は可能と考えられるが，実務的には，キャッ
シュ・フローにおける“支払不能またはそれに近い状態”が要求されているようである。
23　合弁会社の経営に問題が生じる場合，合弁当事者間でよく争われる点であるが，合弁会社
契約には合弁契約当事者の合意を要する事項として，通常，個別に特定されていない事項
であっても“合弁契約の当事者に影響を与える重要な事項”といったcatch all条項が設け
られる場合がある。例として，上記の田中信幸『新国際取引法』345－346頁別紙資料（６）
国際合弁会社契約雛型ARTICLE２．205を参照願いたい。
24　上記【注】11の説明を参照方。またFirst Refusal Rightの一般的な条文例については，
土井輝生編『国際契約ハンドブック』（同文館（株），11版，1990）391－395頁〔川上弘〕
を参考として頂きたい。
25　Exitは文字通り“出口”であり，海外投資を継続している企業が事業撤退をおこなうこ
とが事実上困難となる状況を“Exit Policy（出口政策）がない”と表される。とくに，1990
年代におけるインドでの投資にあたっては，撤退の出口が事実上閉ざされているという意味
でよく使用される。
26　この問題は2つの側面から考えてみる必要がある。ひとつは，合弁会社の経営に対する姿
勢の問題（支配株主側に対する抑制策をとるのか，配当や取引上の利便を得ることを主眼と
するのか）であり，他方は当該国の会社法制で守られる少数株主権の行使の問題である。
27　本事例については，拙稿『台湾およびインドネシアにおける事業投資の法的問題点』（国          
際商事法務Vol.31,No.8 (2003)）の“台湾での合弁事業の撤退検討の事例”1115-1118頁の中
で紹介している。
28　現在では，外国人投資条例による外資持分比率についての制限はない。しかしながら，従来，
外資導入の窓口である経済部は，現地資本との合弁形態をとらない限り，投資許可を与えな
いとの基本方針をとっていた。ただ，例外的に，輸出加工区へ投資する外資企業には単独出
資（100％持分）が認められてきた。この点については，日本輸出入銀行（現国際協力銀行）
発刊の海外投資研究所報（1989年2月号）77頁以下に詳しい。
29　台湾の経済環境の大きな変化は，産業の空洞化の進行という形で顕在化している。1990
年代後半まで，アジアの中で最も着実な経済成長に成功してきた台湾だが，近年の IT不況
を境に，経済成長率の落ち込み，失業者の増大，財政赤字の拡大等が目立ってきている。こ
の点については，小林英夫『産業空洞化の克服』（中央公論新社／初版／ 2003）55－63頁
および147－152頁を参照方。
30　2001年末，台湾は中国と同時期にWTOに加盟した。中国の加盟が，台湾の事実上の加盟
条件であったと云われている。
31　現在では当然の現象となっているが，中国への製造拠点の移動が顕著となった当時の事
情については，2002年12月23日付日本経済新聞の記事がある。それによれば，（台湾から）
中国への資金・産業・人材の流失が台湾経済の空洞化を急速に押し進めているとしている。
32　発行済み株式総数（無議決権株式を含め）の四分の三以上を有する株主の出席が必要とさ
れる。（台湾公司法（1997年6月25日総統令修正公布版）316条）
33　同公司法174条は，別段の規定がある場合を除き，発行済み株式総数の過半数にあたる株
主の出席を定足数とする。いわゆる特別決議にあたる例として，定款の変更（公司法277条）
がある。同条は発行済み株式総数の三分の二の株主の出席を求めている。なお，議決は過半
数による。
34　独立した企業間での通常の取引をベースとする価格（Arm’s Length Price）をいう。移転
価格制度に関連して，日本の親会社と台湾の子会社間の取引価格が，通常の市場価格と比較
して差異があるとされる場合，その価格は，原則として課税対象として取り扱われる。この
点については，上述の北川俊光『国際法務入門』225－226頁（日本経済新聞社／１版１刷
／ 1995）参照方。
35　この点については，拙稿『合弁事業におけるデッドロック問題に関する法律上の一考察－
合弁会社契約のデッドロック条項のあり方－』（富大経済論集第53巻第2号2007年11月）参
照方。
36　会社法444条1項参照方。
37　これらの責任は，原則として，融資保証，債務保証等の各々の契約に基づく責任に由来す
るものと考えられるが，実際上，合弁会社に執行責任をもつ役員を送り込み，それらの役員
を通して合弁会社の経営を動かしてきた実質的な責任に帰することとも考えられる。
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